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平成２６年９月４日 於 （社）日本証券アナリスト協会

会社説明会

Ⅰ．平成２６年６月期決算

Ⅱ．中長期プラン

Ⅲ．短期（平成２７年６月期）

の見通し・方針

Ⅳ．事業の事例

（株）福山コンサルタント



Ⅰ. 平成２６年６月期決算 ー会社・事業の概要ー

▼会社の概要 ▼事業の概要

▼事業所配置
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Ⅰ. 平成２６年６月期決算 （１） 売上高と「生産」サイクル

▼地域別売上高構成（単独）
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▼「生産」サイクル（連結）

受注

売上

生産

受注

生産

繰

越

▼売上高



Ⅰ. 平成２６年６月期決算 （２） 利益／財務
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▼利 益

営業利益

当期純利益・損失

▼財務（連結）：％

自己資本比率

総資本

回転率

営業利益率

ＲＯＥ

▼利益率等の業界ポジション（連結）

当社業界上場１８社

平均(＝1.00)

▼Ｈ26.6期利益率（％）



▼株式指標（単独）

Ⅰ. 平成２６年６月期決算 （３） 株 式
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▼株式指標の業界ポジション

▼値付け率／売買高

▼保有期間１年未満の構成＊Ｈ26.9.1時点



Ⅱ. 中長期プラン （１） 基本スキーム
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◆中期（3年）の認識と対応 ⇒⇒⇒ 【既存コア事業の強化：内部創出戦略】

・建コン業界の市場環境は好調に推移中

⇒生産力・体制の強化により、コア事業における強固な経営基盤の構築

・良質な社会資本整備の継続と維持管理需要の増加

⇒技術開発とバリューチェーンモデルによる展開強化

◆長期（6年）の認識と対応 ⇒⇒⇒ 【もうひとつのコア事業の創出：外部獲得戦略】

・限られた財政出動下においても持続・成長可能な企業集団の形成

⇒ビジネスプロデュースチームによる新ビジネスの展開

Ｈ26.6期 Ｈ27.6期 Ｈ28.6期 Ｈ29.6期 Ｈ30.6期 Ｈ31.6期

戦略

計画
年次

市場
環境

第三次長期プラン（計画期間：6年）

中期（前半） 長期（後半）

財政出動「重点期」 財政出動「安定期」

中期モード ： 生産力／生産体制の拡充

⇒ 既存コア事業の強化

長期モード ： 持続的成長モデルの構築
⇒ もうひとつのコア事業の獲得

HD

FCCデュアルモード：中期/長期の同時稼動
⇒ モードを統合し新たな集団へ進化

管理系プラットフォーム（SSC）

●●



Ⅱ. 中長期プラン （２） ビジネス領域 【 コア ／ 新規 ／ 新ビジネス 】
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新地域・ 新分野の開拓・展開

（河川系、事業マネジメント系、
　海外　等）

（モニタリング技術、
ＩＣＴ関連技術　等）

長期モードの領域

【当社にとっての新しい】 （社会にとって新しい）

コア事業（既存6部門） 新規事業 新ビジネス

中期モードの領域

コ
ア
事
業

（
既
存
６
部
門

）

新
規
事
業

新
ビ
ジ
ネ
ス

長
期
モ
ー

ド
の
領
域

新しい顧客（民間）の創造／獲得
もうひとつの

コアビジネスの獲得

建コン分野の
バリューチェーン拡大

新しい商品／
サービス
の創造

既存顧客の維持・拡大、
新規顧客の獲得、
製品品質の向上

新製品/新サービスの
開発・展開

中
期
モ
ー

ド
の
領
域

市

場

／

顧

客

商品／ビジネスモデル



Ⅱ. 中長期プラン （３） デュアルモード方式
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▼デュアルモードの主要諸元 ▼新ビジネスプロデュース機能

選択中

DB（社内／社外）

▼新ビジネスプロデュースフロー（外部獲得戦略）

戦略子会社FRIC
を中心に外部戦

力を調達し「別働

隊」を編制

▼新規事業創出体制 （内部創出戦略）

チームの常設化

or 別会社化評価指標 ビジネスとしての実現可能性

前年度研究成果の評価 支社からの要請（市場）

ＶＣによる商品開発 事業部門からの申請（技術）

研究開発テーマの確定（技術開発チームへの投資）

区分 コア事業 新規事業

推進主体 事業グループ 技術開発チーム

手法

既存事業との
関係

主要顧客

主要資源

100億円規模（モードの統合）

売上規模

４０億円水準
６０億円台の水準維持

（生産力強化⇒利益率の向上）

公共

アライアンス/研究開発

必須

人材／時間

民間

人材／資金

新ビジネス

プロデュースチーム

Ｍ＆Ａ

必須としない

中期モード 長期モード



Ⅱ. 中長期プラン （４） 組織運営

▼マトリックス型運営組織（H26.7本格稼動）

〇製品別全社横断組織 ⇒ 部門本部

〇地域別支社制 ⇒地域本部

〇生産サイクル ⇒戦略マニフェスト方式

〇利益確保 ⇒フレームスライド方式

▼フレームスライド方式

▼戦略マニフェスト方式

予
算

計
画

福岡 北九州 中四国 東京 東北

交通Ｍ

地域M

リスクＭ

ストックＭ

環境Ｍ

事業Ｍ

区分 目標 施策

生産

受注

開発

管理

運営

全社目標の達成

成長Ｆ 基本Ｆ 下方Ｆ プランＢ

Ａ＋ Ａ Ａ- ≫

利益 Ｂ＋ Ｂ Ｂ- ≫

賞与 Ｃ＋ Ｃ Ｃ- ≫

Ｄ＋ Ｄ Ｄ- ≫

Ｅ＋ Ｅ Ｅ- ≫

売上

成果

経費

投資

損益諸元

〇本部／部門／支社毎に期首にマニフェストを作成

⇒ＰＤＣＡの連続で全社目標の達成へ

〇期末アウトプット予想に応じたインプット実行計画

⇒利益確保の確実性向上
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技術（部門本部）

生産（戦略マニフェスト） 販売（地域本部）



分野

Ｈ26.6期
実績

Ｈ27.6期
計画

交通Ｍ 2323百万円 2400百万円

地域Ｍ 161百万円 170百万円

リスクＭ 1290百万円 1330百万円

ストックＭ 1490百万円 1400百万円

環境Ｍ 696百万円 700百万円

建設事業Ｍ 181百万円 200百万円

計 6144百万円 6200百万

Ⅲ. 短期（平成２７年６月期）の見通し・方針
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連結 Ｈ26.6期 Ｈ27.6期予想

売上高 6144百万円 6200百万円

営業利益 404百万円 400百万円

経常利益 405百万円 400百万円

当期純利益 139百万円 200百万円

配当 14円／株 15円／株

〇 キャッシュフロー ： アウトフロー ＞ インフロー

⇒ 新規事業創出／新ビジネス獲得に向けた投資強化

⇒ Corporate Venture Capital機能の準備

〇 手持ち受注量の増加（前期比16％増：8月末速報）⇒生産力強化

〇 特別損失（引当）の解消 ⇒当期純利益の増加

〇 株式 ⇒ 増配予想、優待継続、流動性向上施策の実施準備中

連結 Ｈ26.6期 Ｈ27.6期計画

ＲＯＥ ４．６％ ７％程度

ＲＯＡ ３．１％ ５％程度

営業ＣＦ ３５３百万円 ４００百万円

◆投資等予算計画（基本フレーム）



国土強靭化地域計画の策定
※交通・物流、環境分野など１２分野への個別施策が実施

都市機能再配置検討
（コンパクト化への対応）

道路交通ネットワーク評価
及び優先度評価

点検/診断/対策

対策立案・設計

住民/管理者の連携管理

保有技術・新規技術

・都市拠点評価

・交通ルート
信頼性評価

・無線センサ
システム

※加速度・水位センサ

・スマホシステム
※穴ぼこ.com

・ＰＰＰ

立地適性
計画

道路交通
ﾈｯﾄﾜｰｸ計画

点検,診断
個別計画

内水リスク
対策

施策段階
毎の個別

対応

商品化例
リスク監視シ
ステムによる
維持管理の
支援事業

商品展開方針

Ⅳ．事業の事例 ①国土強靭化地域計画に対応した商品開発例

国土強靱化地域計画からの展開 商品開発例

想定される施策段階
道路強
靱化対

策

防災型コ
ンパクト
シティ
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②海外展開 ④ＩＣＴ関連

研究会構成 産学連携（大学、物流企業、通信企業、総研　ほか）

参画テーマ１ 物流分野におけるＭ２Ｍ技術の活用策

参画テーマ２
橋梁等社会インフラ維持管理分野における

　　　　　　　　　　　　　　　Ｍ２Ｍ技術の活用方策

ＩＣＴ技術利活用研究参画

Ｍ２Ｍ研究会参画（日本再興戦略　対応）

Ｋ大学ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ参画

スマートフォン
を利用した総
合交通システ
ムの実用化

都市圏交通調査・分析・予測の先導的ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの構築

案件Ａ ベトナム（Ｓ運輸）
（申請中） 都市内物流システム改善

市場調査、ニーズ調査、関連法規調査

案件Ｂ ベトナム（Ｎ株式会社）

（協議中） 防災・災害対策

ＪＩＣＡ・外務省官民連携スキームへの挑戦
（日本再興戦略、インフラ輸出戦略　対応）

案件化調査
中小企業からの提案に基づき、製品・技術を
途上国の開発へ活用する可能性を検討

③リニア関連

■中央（リニア）新幹線

・Ｈ２６．９末 着工予定

・予備調査の時点から、「地震時走行安全性」

の解析を中心に担当

・Ｈ２５年度までの受注額累計約２５０百万円

Ⅳ．事業の事例 ②海外展開の準備 ③リニア関連 ④ＩＣＴ関連
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■画像処理システムを開発

■北陸新幹線開業（長野～黒部、黒部～金沢、）に
向けた検査に適用（Ｈ25年度、Ｈ26年度）

▼ＣＣＤ式変位計測システム

Ⅲ．事業の事例 ⑤モニタリング技術
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ＪＡＳＤＡＱ ９６０８ http://www.fukuyamaconsul.co.jp
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本資料並びに本説明会の説明には、当社（連結子会社
を含む）の現在の計画、戦略等のうち、過去の事実以
外のものは当社の将来の業績に関する見通しの記述
であり、現在入手可能な情報に基づく仮定や判断に基
づいてるため、将来における当社の業績や事業活動と
は異なる可能性があります。

ご清聴ありがとうございました。

今後ともご支援のほど、よろしくお願

い申し上げます。


